
本宮市行政評価システム

平成２１年度実績事務事業評価シート （Aシート）
作成日： 平成22年6月1日

整理番号 02-060201002-01 事業種別 一　　　般 事業態様 新規

事務事業名 特定健康診査・特定健康指導事業
区分 コード 名　　　称

会計 2 国民健康保険特別会計

前
期
基

区分 コード 名　　称 款 8 保健事業費

基本目標 3 共に支えあうやさしいまちづくり
項 1 特定健康診査等事業費

目 1 特定健康診査等事業費

総
合
計

（ ～ ）

基
本
計
画

基本事業 2 健康管理の促進
事務事業の
根拠法令等

目 1 特定健康診 等事業費

施　　策 2 心と体の健康づくりの推進
細目 1 特定健康診査・特定保健指導事業

細々目 1 特定健康診査・特定保健指導事業

高齢者の医療の確保に関する法律

事業期間 単年度 単年度繰返し  期間限定複数年度 年度 年度

計
画
体
系

事業概要
（事業のあらまし）

糖尿病等の生活習慣病に着目した特定健診及び特定保健指導を行うことにより医療費の適正化を図る。

 有
 無

（事業のあらまし）

計画等での
位置付け

総合計画　前期基本計画主要事業 担当部課等 生活福祉部 市民課

自主的財政健全化計画　基本計画・構想・新規事業 担当係 国保年金係 記入者  菊地義一

平成21年度重点事業 一次評価者（課長等名）  國分忠一

１　行動方針（PLAN）

事
 対象（誰を、何を） ４０歳から７４歳の国民健康保険被保険者

 有
 無

事
業
目
的

 意図→目指す成果
　（対象をどのよう
　な状態にしたいの
　か）

特定健診・保健指導を通じて生活習慣病の発症リスクが高
い内臓脂肪症候群の該当者及び予備軍の減少を図り，医療
費の伸びの抑制を目指す。

区分 指標名 単位

成果
指標

① 特定健康診査受診率 ％

② 特定保健指導実施率 ％

　手段
　（事業の具体的な
　内容、手順等）

４０歳以上７５歳未満の国保加入者について，特定健診結
果を通じて保健指導の階層化を行い，内臓脂肪症候群に着
目した生活習慣の改善に重点を置いて指導を行う。

区分 指標名 単位

活動
指標

① 特定健康診査受診者数 人

② 特定保健指導実施者数 人

 有
 無

２　実施（DO）

○事業費と財源の推移

　　　　　年度
 区分

平成20年度（決算） 平成21年度（決算） 平成22年度（決算）

経費 金額 経費 金額 経費 金額

（千円） （千円） （千円）

報償費 12 報償費 0
需用費 201 需用費 184
役務費 484 役務費 603

 有
 無

直接事業費

484 603
委託料 13,190 委託料 15,770

②人数（年）

①事業費計 13,887 ①事業費計 16,557 ①事業費計

8,608 ③平均人件費 8,375 ③平均人件費

人件費 ②人数（年） 0.20 ②人数（年） 0.20
③平均人件費

 有
 無

8,608 ③平均人件費 8,375 ③平均人件費

④＝②×③ 1,722 ④＝②×③ 1,675 ④＝②×③

③平均人件費

総事業費 ①+④ 15,609 18,232

財源内訳

国庫支出金 1,356 国庫支出金 2,808
県支出金 2,080 県支出金 2,217
使用料及び手数料 使用料及び手数料

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 12,173 一般財源 13,207

 有
 無

般財源 12,173 般財源 13,207

○事務事業の実績

指標名 単位
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成25年度

（実績） （実績） （目標年度）

活動指標

① 特定健康診査受診者数 人 2,013 2,033 2,240 3,510

② 特定保健指導実施者数 人 19 22 106 150

 有
 無
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○事務事業の成果

指標名 単位
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成25年度

（実績） （実績） （目標年度）

成果指標

① 特定健康診査受診率 ％ 34.5 36.0 40.0 65.0

② 特定保健指導実施率 ％ 6.6 7.8 33.8 45.0

３　評価（CHECK）

【１次評価】

項　　　　目 区　分 選択理由の説明 項目評価

目
的
妥
当
性

1 意図が政策・施策体系と結
びついているか？

結びつかない 生活習慣病の早期発見・早期治療により健康管理
につながる。

適切

結びついている やや不適切

2 市が行うべき（関与すべ
き）事業か？

行う必要がある
国保の保険者である市が実施する義務がある。

不適切

行う必要がない

有
効
性

1 目的を達成するための手段
(実施方法)は有効か？

有効である
特定健診の受診結果に基づき、保健指導を実施す
ることにより医療費を抑制することができる。

適切

やや有効でない やや不適切

有効でない 不適切

2 成果指標の目標値の達成状
況は？

順調である
特定健診、特定保健指導共に対象者の意識が低
く、目標値に達していない。

やや順調でない

順調でない

1
投入した事業費又は人員に
見合った効果は得られてい

得られている
一般検診との同時実施により、必要最小限の費用
で実施されている

適切

やや得られていない やや不適切
効
率
性

るか？
で実施されている。

得られていない 不適切

2 効率的な方法で実施されて
いるか？

実施されている
一般検診との同時実施により、効率的に実施され
ている。

やや実施されていない

実施されていない

公
平
性

1
受益者の負担が適正かつ特
定の個人や団体に偏ってい
ないか？

馴染まない

個人負担金を徴収しており公平である。

適切

適正である やや不適切

やや適正でない 不適切

適正でない適正でない

【２次評価】

全体評価 意　　　見
適切

やや不適切

不適切

４ 評価による行動（ACTION）４　評価による行動（ACTION）

【１次評価】 【２次評価】

2
0
年
度

今後の方向性
方向性に対する取り組み
（課題と解決方法等）

今後の方向性
方向性に対する取り組み

（方針の指示）

拡大・重点化

　６０歳未満の被保険者の受診率が低いた
め、意識改革と受診環境の改善が必要であ
り、健康づくり事業と連携した啓蒙と施設
検診のＰＲが必要。

拡大・重点化

手段等の見直し 手段等の見直し

現状継続 現状継続

廃止・休止 廃止・休止

完了・終了 完了・終了
検診 要。

完了・終了 完了・終了

手段等の見直し 手段等の見直し

現状継続 現状継続

廃止・休止 廃止・休止

完了・終了 完了・終了

拡大 重点化 拡大 重点化

2
1
年
度

拡大・重点化

　６０歳未満の被保険者の受診率が低いた
め、意識改革と受診環境の改善が必要であ
り、健康づくり事業と連携した啓蒙と施設
検診の普及ＰＲが必要である。

拡大・重点化

2
2
年
度

拡大・重点化 拡大・重点化

手段等の見直し 手段等の見直し

現状継続 現状継続

廃止・休止 廃止・休止

完了・終了 完了・終了


